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高齢化の進展に伴い，介護現場の従業員の負担は増大している．負担軽減のためには従業員間で
業務にかかわる知識の共有が有効であり，その実現方法の1つとしてマニュアル構築が挙げられ
る．しかし，組織内で共有できるようにマニュアルを構築することは難しい．本稿では，社会福
祉法人における介護業務のマニュアルを統一的に構築するという実践を通して，これまでに提案
されている方法である知識発現の改良を目標とする．知識発現は，従業員主体で知識を構造的に
構築する方法であるが，本実践のように法人内のマニュアルを統一するような大規模な実践を行
っていない．本稿では，知識発現を実践的に行う際の課題を明らかにし，その解決方法を確立し
た．この方法を用いて構築したマニュアルが法人によって認証される過程を通じて，本方法と構
築したマニュアルの有効性を評価した．

1．はじめに

1.1　背景と目標

高齢化の進展に伴い，日本の医療・介護コストは世界に先駆けて増大している[1]．同時に，介
護施設の従業員の供給は需要に対して不足することが見込まれており[2]，1人あたりの負担増大
が懸念される．

従業員の負担軽減のために，介護業務プロセスが記述されたマニュアルが役に立つことが期待
できる．たとえば，医療現場では診療ガイドラインと呼ばれる文書が構築されており，診療上の
意思決定への有効性が期待されている[3]．看護分野においても，新人看護師育成のためにマニ
ュアル整備の有効性が示唆されている[4]．このような有効性は，マニュアルという媒体を通し
て，ベテラン等の知識を多く持つ従業員から新入職員等の相対的に少ない知識を持つ従業員へ知
識の継承や共有がなされることに貢献することであると考えられる．

そのため，社会福祉法人伸こう福祉会（以下，伸こう福祉会と呼ぶ）では，マニュアルを構築
し，従業員間での知識の継承と共有を志向した活動を進めてきた．しかし，マニュアルが構築さ
れるだけで，改訂されず使われなくなり，再び新しいマニュアルが構築されるという現状があ
る．さらに，マニュアルは現場ごとに構築され，法人内で知識を統一することができていない．
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本研究の目標は法人全体のマニュアルを統一する方法論を確立することである．その方法とし
て，現場ごとに異なる知識を，従業員が中心的役割を担って構築可能な方法である知識発現[5]
を用いる．ここでは，一法人を現場と見なし，法人全体のマニュアルを統一するためにこの方法
を用いる．この方法を用いて構築されたマニュアルを構造化マニュアルと呼ぶ．

本稿では，目標達成までの過程をまとめ，マニュアル構築方法の改良と効果の検証について示
す．これまでの西村らの報告する知識発現[5]では，2種類の介護業務プロセスに関して従業員主
体でマニュアル構築できることを示した．しかし，新入職員にとって重要度の高い介護業務11種
類をカバーするような大規模な実践は実施していなかった．そのため，本実践を通して，実規模
で知識発現を実施する上での課題を明らかにし，以下の2点を改良する．

表示形式の改良
方法論の精緻化

改良した方法論の検証は，伸こう福祉会の法人内の業務をよく理解する従業員らによるマニュ
アルの構築実践を通して行う．構築したマニュアルが法人全体のマニュアルとして認証される過
程を通じて，本方法論の有用性を明らかにする．

1.2　本実践対象の社会福祉法人の現状

伸こう福祉会は，2016年4月時点で32の介護サービス拠点と10の保育サービス拠点を持つ社
会福祉法人である．介護サービスにかかわる従業員は約750人である．従業員間で介護業務に関
する知識を共有することは，法人の提供サービス品質の担保と，業務の円滑な進行のために，重
要な取り組みである．

そのためにマニュアルが構築されていたが，法人全体で共有されていなかった．その理由とし
て，施設ごとに構築されたり，改訂されなかったりしていて，すべてのマニュアルを把握するこ
とが難しいことが挙げられる．今回の実践にあたり，マニュアルの現状を調べたところ，101の
マニュアルが構築されていることが明らかとなった．その内，管理マニュアルは44，介護マニュ
アルは57であった．ここでの管理マニュアルとは，施設や人事，財務管理用のマニュアルであ
る．一方，介護マニュアルとは，入浴，排せつ介助等の直接的な介護業務から，車での送迎や電
話対応等の間接的な介護業務までを含めた内容を記載したマニュアルを指す．介護マニュアルに
限定しても，それらは互いに内容的な重複が見られ，初級介護者にとって重要度の高い介護業務
に該当するマニュアルは18であった．

傾向として，特別養護老人ホーム，グループホーム，通所介護などの提供サービスごとに専用
のマニュアルを，そのサービスを提供している施設ごとで構築していることが見られた．これ
は，同じ介護業務でも提供サービスごとに部分的に変更して実施する必要があるためだと考えら
れる．また，同じ提供サービスであっても，異なる施設で同様のマニュアルが構築されることが
指摘された．

本研究では，法人内で知識共有を可能にするために，これらのマニュアルを統一的に構築す
る．この事例を通して，法人全体のマニュアルを統一する方法論を確立することを目指す．

1.3　本稿の構成
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以下に，本稿の構成を示す．まず2章にて，既存の現場主体でマニュアルを構造的に記述する
方法である知識発現について，そこで用いる知識モデルおよび手順を概説する．次に3章にて，
知識発現の実践における課題について述べる．表示形式と方法論の2点から課題を挙げる．続く4
章にて，その課題解決について述べる．介護現場と共同で表示形式の改良と方法論の精緻化を行
った．5章では，改良した知識発現を実際に適用した実践について述べる．実践概要を精緻化し
た方法論にしたがって説明し，結果として得られた構造化マニュアルについて概要を説明する．
6章では，構造化マニュアルの有効性と他分野への展開可能性について考察する．7章で本稿をま
とめる．

2．既存方法
2.1　知識発現の概要

西村らは，プロセス知識共有のために，図1 に示す知識発現と呼ぶ方法を提案し，介護現場で
の検証を行っている[5]．ここでのプロセスとは，介護業務のための従業員の行為や使用する道
具の機能を総称した概念である．この方法は，プロセス知識の共通部分（以下，基本構造化マニ
ュアルと呼ぶ）を基盤として，現場固有のプロセス知識（以下，固有構造化マニュアルと呼ぶ）
を従業員が主体的に記述することに特徴がある．具体的には，2人以上の従業員が集まり，基本
構造化マニュアルを参照し話し合いながら，自分たちの持つ現場固有の知識を追加したり，必要
ない知識を削除したりする．このイベントをワークショップと呼ぶ．現場の従業員が主体的に知
識を記述する方法は，従来のインタビューを主体とした知識獲得[6]や，大量のデータからの知
識発見[7]とは異なる概念であるため，“知識発現”と呼んでいる．

2.2　知識発現で用いる知識モデル

知識モデルとしてのCHARM （Convincing Human Action Rationalized Model）[8]は，
目的指向でプロセス知識を構造化するという特徴を備える．ここでの構造化とは，知識を構成す
る要素間の関係性を説明することである．構造化の結果として大きな目的を達成するために，そ
の目的が詳細な行為に分解されるという階層性を持つ構造化知識が得られる．大きな目的レベル
（移乗する，入浴介助する等）では提供サービスによらず共通性がある．ここで，複数の行為に

図1　知識発現の概要
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よって目的が達成される原理を概念化したものを達成方式，ここでは単に「方式」と呼ぶ．方式
の導入により，何を達成するか（目的）とどのように達成するか（方式）を分離して捉え，同一
目的を達成するための代替方式を考えやすくなる．

目的指向でプロセス知識を構造的に記述することの利点として，目的レベルでの共通性を利用
し，施設や提供サービスごとの相違を吸収することが期待できる．この特徴を援用し，法人内の
知識を統一することを目指す．また，Ikujiro Nonakaが指摘するように，知識共有が行われる環
境（コンテクスト）に応じて情報の意味は異なる[20]．本モデルにより，目的をコンテクストと
して捉えることにより，施設や提供サービス等の環境の違いを吸収する効果も期待できる．

図2 に，構造化した知識（以降，構造化マニュアルと呼ぶ）の例を示す．角のとれた四角形が1
つの行為（図2「図形の意味」中の「やること」に相当）を表しており，上に書かれた行為を目
的と読み替えて，その目的を達成するための方式（図2「図形の意味」中の「やり方」に相当）
を小さい正方形で表現する．この例では，「褥瘡  を予防する」ことを最上位の目的として，
「血行改善方式」が存在することを表現している．「血行改善方式」においては，「血行を良く
する」ことによって，「褥瘡を予防する」という目的を達成できる．さらに，「血行を良くす
る」行為を目的と読み替え，「体位変換方式」，「圧力分散方式」の2種類の方式によって達成
可能であることが表現されている．また，行為ノードの右肩に配置される長方形ノードによっ
て，行為主体（図2「図形の意味」中の「実行する人」に相当）を表現する．たとえば，「離床
方式」において実施される「日中離床して過ごす」行為は，主体が利用者であることが表されて
いる．また，行為ノードと「阻害要因」と書かれた正方形ノードで結ばれる長方形でリスク（図
2「図形の意味」中の「起こってほしくないこと」に相当）を示しており，「体位を変える」行
為の際には，「持ち上げて落とすリスク」が存在することが表されている．

2.3　知識発現の手順

☆1

図2　構造化マニュアルの一部（褥瘡を予防する）
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文献[5]から既存の知識発現の手順を抽出したものを示す．まず，基本構造化マニュアルの構
造化を行う．この詳細方法に関する記述はない．事例として，褥瘡予防のプロセス知識の記述に
ついて述べられているが，そこでは，教科書を知識源とし，前述のCHARMに従ったモデル化を
行うことのみが記載されている．

次に，固有構造化マニュアルの構築を行う．これは，以下に示す2つのSTEPから構成され
る．

STEP1　サービス現場の従業員が基本構造化マニュアルに事例を追加する．
STEP2　事例付きのプロセス知識を構造化する．

STEP1では，複数の従業員を集め，ワークショップ形式で実施した事例が挙げられている．ワ
ークショップは，1回あたり1時間で行い，参加人数は，2人から5人であった．ワークショップの
中では，CHARMの読み方説明，基本構造化マニュアルの整合性確認，基本構造化マニュアルに
事例の追加が行われた．また，この事例では，2つの介護施設で実施したため，グループ間の相
違点の議論，それぞれの知識を統合した知識からのプロセス知識の抽出も行われた．

STEP2では，追加された事例を行為，方式，事例，リスクに分類し，該当する図形で書く．
以上の手順を繰り返すことで，固有構造化マニュアルを構築する．

3．知識発現の実践における課題
2.3節に示す方法に則って，知識発現を予備的に実施したところ，以下に示す課題が明らかと

なった．

3.1　表示形式の読みやすさに関する課題

知識発現のためのワークショップを実施するにあたり，次に示すように表示形式に関して10種
類の読みやすさに関する課題が従業員より挙げられた．大きく分けて次の3種類に分類できる．

構築時には不要な情報がある

具体的には，「方式名と詳細な行為列が同様の文字列で表される」や，「同じ主体が多く表さ
れる」，「あたり前のことが表される」ことが煩雑であることが分かった．

行為ノードを中心に情報がまとまっていない

具体的には，「方式下の行為列の関係性が目に見えない」や，「条件が方式下に行為と並んで
表されている」，「主体が行為の右上に表されている」，「リスクが方式と一緒に並んで表され
る」ことがある．ここで表される構成要素は，すべて行為に関する内容であるが，行為との関係
性が表記方法に慣れていないものには分かりにくいということであった．

木の大きさに比例して紙が大きくなってしまう

これは，木構造として介護プロセス知識を表すという制約から，リーフが増えるほどに横長の
紙面が必要となることが原因である．これは今回利用した知識モデルであるCHARMに付随する
課題として，以前から指摘されており，タブレット端末上に情報システムを実装することで解決
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策が提案されている[9]．しかし，介護現場では配布のしやすさ等の面から紙面が好まれる傾向
にある．そのため，紙面上で大きな木構造を取り扱うための工夫が求められた．また，凡例がな
いために初めて読む人にとっては分かりにくいことも指摘された．

3.2　方法論に関する課題

大規模にマニュアル構築を行うための構築始めから終わりまでの方法論が十分ではなかった．
そこで，基本構造化マニュアルの構築から構築された固有構造化マニュアルが法人統一のマニュ
アルとして利用可能であるかの確認までの手順が整理される必要がある．さらに，体制作りの点
で，以下の3点も明確にする必要がある．

構築範囲の規定

法人全体の知識を統一するという目標は曖昧であり，範囲を明確化する必要があった．文献
[5]では，構築範囲を2種類の介護業務に絞っていたが，今回の実践では法人全体の指針となるよ
うなマニュアルが求められている．この構築範囲を明確に規定する方法が必要となる．

構築体制の明確化

マニュアル構築のための体制を明確にする必要があった．法人全体のマニュアル構築可能な従
業員の性質が何であるか，構築期間が長期間になった場合に常に一定数の参加者を確保するため
の体制とはどのようなものであるかを決定する必要がある．

スケジュールの作成

構築時に行うワークショップについても，期間全体の中で，いつ頃に何をすると効率的に構築
を進められるのかが明らかではなかった．西村らは，1つの業務プロセス知識の合意に至るため
に，1回あたり1時間のワークショップを3回行っており，全体を終えるために約1カ月を要した
[5]．これを法人全体のマニュアル構築に拡張する場合には工夫が必要となる．

4．課題解決

4.1　表示形式の改良

3章で述べた課題に対して，図3, 4に示すように，それぞれ改良を行った．

図3　行為ノードを中心にした情報提示への変換
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構築時に不要な情報を減らすこと

①　方式のノードから線への変更

介護分野では，目的達成の方法に明示的に名前がついているものが少ないため，方式名を明示
せず，線を引くのみで，詳細な行為列が目的となる行為を達成することを表現するように変更し
た．これにより，従来は方式名とその下に書かれた行為名で文字列が重複することがあったが，
重複分を削減することができた．（図3①参照）

②　最も頻度の高い主体の非表示

介護分野の例で述べると，介護業務を実施する行為主体の多くは介護士である．すべての行為
に対して介護士が行うことを明示する場合，表示すべき文字数が増えるため，もっとも頻度の高
い行為主体は，記載していなくても記載されているものとして扱うこととした（図3②参照）．

③　常識である行為の非表示

図3の③に示すように，「福祉用具が姿勢を変える」のような，介護士にとっては常識である
ような行為／機能が記載されていた．これは，目的となる全体行為の状態変化と部分行為列の状
態変化を一致させるために，論理的には必要な行為／機能であるが，人が見るという利用用途に
は不要であるため，表示しないように変更した（図3③参照）．

行為ノードを中心に情報を提示すること．

④　行為間の関係の明示

方式下の行為列はすべてを実行することで，方式上の全体行為を目的として達成するという関
係がある．従来の形式ではその関係が明示されていなかったものを，線を引くことで明示するよ
うに変更した（図5④参照）．

⑤　条件の表示位置の変更

従来の形式では，行為を達成するための方式の適用条件を方式下に行為と同様に表現してい
た．これを行為とは異なる意味を表現するものとして表示するように変更した（図3⑤参照）．

⑥　主体の表示位置の変更

従来の形式では，行為主体を行為の右上に表示していたが，「誰が何をする」という自然な読
み方に沿って，左上に表示することとした（図3⑥参照）．

⑦　リスクの表示位置の変更

図4　部分木に分割した表示形式への変換
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従来の形式では，行為に関連するリスクを行為の下に，方式のような形式で表示していたが，
行為に関連したリスクであることが明示的になるように行為の右下に表示するように変更した
（図3⑦参照）．

⑧　事例の表示位置の変更

従来の形式では，行為に関連づく事例を吹き出しを用いて表示していたが，それを行為の右下
の四角で表示するようにした（図3⑧参照）．

紙が大きくならないようにすること．

⑨　部分木への分割

従来は，一枚の紙に木全体を表示しなければ，ノード間の関係を一覧することが困難であっ
た．図4に示した程度の大きさの構造化マニュアルであれば大きな問題は生じないが，行為ノー
ド数が200を超えるような構造化マニュアルでは数メートルのロール紙に印刷しなければならな
かった．これを，部分木ごとに分割することで，印刷時の取り扱いが容易になった（図4⑨参
照）．

その他

⑩　凡例の明示

凡例を明示することで，初めて読む従業員や，読み方を思い出すために要する時間の削減を試
みた（図4⑩参照）．

4.2　方法論の精緻化

構造化マニュアルの構築を1つのプロジェクトと見なし，それに必要な手順に沿って方法論を
精緻化する．

図5　排せつ介助の構造化マニュアル（一部）
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基本構造化マニュアルの構築

まず，構築対象とする内容を教科書等の文書から該当個所を選定する．次に，該当個所から行
為を抽出する．行為は，CHARM[8]に従い，対象物の状態変化と捉える．そして，行為をノード
として記載する．その際に，行為とは認定されないが付随する情報であるリスクや名詞の具体
例，動詞の詳細といった情報を行為ノードに付随するノードとして記載する．記載された行為ノ
ード間に順序関係を付与する．次に，記載された行為ノードを目的ごとに再構成する．ここで
は，再構成する際に，順序関係が崩れないようにする．また，行為を実行する根拠を明示的にす
るために，教科書に記載されていないが，目的が明らかな場合は追記する．

構築範囲の規定

構築範囲を規定するために，構造化マニュアルの利用用途を逆算する．たとえば，利用用途が
新入職員教育であるならば，その組織における新入職員が持っているだろう基礎的な知識は省
き，組織の理念として重視する点（たとえば，コンテクストとしての目的）を明確にしてマニュ
アルに記述する．このように利用用途から，どのような種類のマニュアルが必要であるか，1つ
のマニュアルが含むべき情報が何かを規定する．

構築体制の明確化

構造化マニュアルを構築するためには，対象となる業務に関する知識を十分に備えていること
が求められる．また，基本構造化マニュアルをもとに複数人で議論しながら固有構造化マニュア
ルを構築するため，一回あたりの知識発現ワークショップ参加人数は2人以上が必要となる．ま
た，いくつかのワークショップデザインの研究[10, 11]でも言及されるように，議論を促進する
ためのファシリテータや時間管理のためのタイムキーパがいることが望ましい．

大規模なマニュアルを構築する場合には，構築期間が長くなることが想定される．そのため，
知識を有する参加者が常に一定以上参加可能な体制を構築する必要がある．

スケジュールの作成

大規模にマニュアルを構築するためには，期間内での効率的な実施が必要である．そのため
に，プロジェクトのスケジュールを作成する．利用用途から逆算した構築範囲をもとに，プロジ
ェクト全体として必要な時間を計算する．1つのマニュアルを構築するために必要な時間とし
て，文献[5]を参考に，3時間とする．

次に，プロジェクト全体の大まかなスケジュールを作成する．前期，中期，後期と分け，前期
においてワークショップ内容の試行錯誤，マニュアル構築優先度の決定，固有マニュアルの構築
を行う．中期において，引き続き固有マニュアルを構築し，一度構築したマニュアルの確認と修
正を行う．後期に，これまでに構築したマニュアルの確認を行う．

追加・削除個所の選定

文献[5]の方法に則って，基本構造化マニュアルをもとにしたワークショップを実施する．構
築する固有構造化マニュアルの利用目的に応じて，記載内容や参加すべき従業員の属性は異な
る．そのため，利用目的については，別途明確にする必要がある．
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明確にされた目的を想定しながら，どの行為が当該法人にとって重要であるか重要ではないか
を議論する．その際に，重要でないとされた行為の詳細については削除個所として目印を付け
る．追加すべき行為を選定する際には，具体的に実施した事例を想起しながら行う．その際に，
利用目的に合致する程度に事例を一般化して記載する．

知識モデルに沿った整形

選定された追加・削除個所を基本構造化マニュアルに反映する．特に，追加を行った場合に
は，追加された内容を構造化マニュアルの構成要素（行為やリスク等）に分類し，該当する図形
を用いて記述する．その際に，基本構造化マニュアルにすでにある要素との関係を考慮する．そ
れが明確でない場合は，追加・削除個所の選定に戻り，追加内容を再度議論する．

固有構造化マニュアルの内容確認

最後に，これまでの手順を通して，得られた構造化マニュアルの内容を確認する．その際に
は，利用目的に沿った内容となっているかを基準とする．追加・削除個所の選定から固有構造化
マニュアルの内容確認までの手続きを繰り返し行うことで，固有構造化マニュアルを構築する．

5．実践

5.1　概要

4章で精緻化した方法論にしたがって今回の実践を記述する．

基本構造化マニュアルの構築

今回の事例では，2種類の教科書[12, 13]から基本構造化マニュアルを構築した．手順は，4章
で述べた通りである．以上の作業を介護員経験者の監督のもと実施した．結果として，表1 左列
に示すような基本構造化マニュアルを得た．なお，感染症対策，与薬，事故発生防止，個人情報
保護については，法人固有の作業手順が多く含まれるため，教科書から基本構造化マニュアルを
構築せずに固有構造化マニュアルを構築した．
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構築範囲の規定

今回の事例における，法人の目標はマニュアルを統一することであった．そして，そのマニュ
アルの活用方法の1つとして，新入職員に対する教育での利用が挙げられた．新入職員へ教育す
る時点で，伝えられる内容が統一されていれば，介護士らが成長した際にも同様の考え方の下で
介護実施が期待できるからである．そこで，新入職員が学習用途で用いる際に参照する可能性が
高い業務を今回の構築範囲と規定した．

新入職員が参照する可能性の高い業務の選定には，伸こう福祉会で作られている介護業務確認
シートを用いた．介護業務確認シートは介護員のスキルチェックに用いられている．表2 に介護
業務確認シートのうち，初級者向けのリストを示す．本事例では，この中から新入職員が学習用
途で参照する可能性の高い介護業務として，11種類を選定した．選定した介護業務は，入浴介
助，食事介助，口腔ケア，服薬  ，排泄介助，移動介助，移乗介助，体位変換，感染症対策・衛
生管理，事故発生防止，個人情報と守秘義務である（表2右列参照）．これらは1.2節に示す通
り，法人の持つマニュアルとしては18個と重複して構築されていた．

表1　構造化マニュアルの統計情報

☆2
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構築体制の明確化

今回の事例では，伸こう福祉会ですでに組織されていた現場力向上委員会（以降，頭文字をと
りGKIと呼ぶ）のメンバからマニュアル構築チームを組織した．GKIは，法人内の業務効率化や
従業員のモチベーション向上に資する活動を行っている．マニュアル構築チームのメンバは9名
で，法人の特徴をよく理解する経歴の従業員が集められた．また，ファシリテータおよびタイム
キーパの役割は，法人外の第三者かつ知識発現の方法論を熟知している，本稿の第一著者および
第六著者が主に担当した．ただし，ワークショップの回数を重ねるごとに参加者の中で，ファシ
リテータの役割を担うものが現れることが確認できた．

スケジュールの作成

表2　介護業務確認シートの項目リスト
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構築すべきマニュアルは11であり，1つ構築するために必要な時間を3時間とすると，33時間
必要となる．そのため，期間内に効率的に実施するために，1回あたり5時間程度のワークショッ
プを2週間ごとに実施することとした．プロジェクト開始日は2016年12月5日だったため，終了
日の2017年3月31日までの間に，8回のワークショップを開催した．1回あたりの参加者はそれ
ぞれ5～8名であった．プロジェクト期間中の大まかな実施内容は4.2節で述べた通りである．

追加・削除個所の選定

事前に定めた利用目的に沿って，法人に新しく入職する職員に対する教育に利用するために過
不足のないことを念頭において，基本構造化マニュアルに対する追加・削除個所を選定した．追
加する場合は，追加する内容を議論した．

知識モデルに沿った整形

4 章で述べた手順に沿って，構造化マニュアルの整形を行った．文献[5]では，付箋を用いて事
例の追加，変更を議論していたが，今回の事例では口頭で述べられた事例に対して，それがどの
要素に当てはまるのかを明確化し，図式化する作業を並行して実施した．

固有構造化マニュアルの内容確認

構築された固有構造化マニュアルの内容を確認する際には，追加・削除個所の選定および知識
モデルに沿った整形とは別の日程のワークショップにて行った．これにより，構築時とは異なる
視点からの振り返りの効果が期待できる．

5.2　結果

得られた固有構造化マニュアルの統計情報を表1の右に示す．構造化マニュアルは行為ノード
とその達成関係を取り出すと木構造とみなせる．その高さは最小4，最大9であった．行為ノード
数は，最小20，最大226であり，11種類を合計すると1,026であった．また，マニュアルは確認
シートに書かれた内容を復習する際に使われることが想定されるため，相互に参照関係が存在す
ることが望ましい．本実践では，177の参照関係が得られた．

一例として，図5に排泄介助の構造化マニュアルの一部を示す．最上位の目的は，ルートノー
ドが示すように，「利用者が排泄する」ことである．そのために必要な行為の概要がこの図では
示されている．具体的には，「必要な物品を準備する」「利用者が排泄する」「後片付けをす
る」「記録する」である．これらの行為列は矢印で結ばれているように，順番に行うことを示し
ている．「利用者が排泄する」「後片付けをする」「記録する」行為ノードの枠が太くなってい
るのは，その下に部分木が存在することを示しており，右肩の番号は部分木が表示されているペ
ージ数を示している．これによって，大きな木構造を一度に表示せずに構造化マニュアルを読む
ことが可能となっている．各行為の右下の四角形で表現された「確認」から始まるテキストノー
ドは，前述の介護業務確認シートの項目に対応している．これを参照することで，構造化マニュ
アルと介護業務確認シートの両方を相互に参照することが可能となる．

結果として構築された構造化マニュアルはGKIメンバによって認証された．これにより，法人
全体のマニュアルを統一的に構築できた．

6．考察
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6.1　構造化マニュアルの有効性
6.1.1　新しい表示形式の有効性

5 章で述べた構造化マニュアルの実践を通して，法人全体のマニュアルを統一的に構築できた
という結果から，本稿で述べた表示形式と方法論の改良結果は有効であることが確認できた．加
えて，次に示すアンケート調査を通して，その有効性の定量評価も実施した．

6.1.1.1　法人内のアンケート調査
まず，構造化マニュアルの表示形式の有効性についてGKIメンバに対してアンケート調査（以

下，法人内調査と呼ぶ）を行った．表3 にアンケートの質問項目を示す．3章で論じたように，表
示形式の課題は大別すると，以下の3点であった．

課題1：構築時に不要な情報がある

課題2：行為ノードを中心に情報がまとまっていない

課題3：木の大きさに比例して紙が大きくなってしまう

課題1に対しては，方式をなくしたことによる効果を問うことで，有効性を確認した．これは
アンケートの問1から3に対応する．課題2に対しては，全体的に行為ノードを中心に情報をまと
めるように表示形式を変更したことで解決されているかを確認した．これはアンケートの問4，5
に対応する．課題3に対しては，A4サイズに収まる範囲で部分木に区切ったことで解決されてい
るかを確認した．これはアンケートの問6，7に対応する．

アンケートはGKIのメンバ4名に対して，改良後の表示形式と従来の表示形式を参照しながら
実施した．どちらも褥瘡予防に関するプロセスを記述したものである．

表3 表示形式の比較についての質問項目

© 2019 Information Processing Society of Japan 情報処理学会デジタルプラクティス　Vol.10 No.1 (Jan. 2019)  257



結果を表4 に示す．問1，2，3の結果から，介護現場では，ある目的を達成するための方式と
いう概念が未発達であることが示唆される．現場の従業員による知識記述を促進するという視点
から，新しい表示形式の方が有効であると考える．一方で，方式に名称を考えることが出来れ
ば，それを用いることが説明に貢献できることも明らかとなった．問4，5の結果から，改良の結
果，条件やリスクなどの行為に関連する情報が行為を表現するノードの近くに表示されること
は，知識記述と説明の両面から有効であることが示唆された．問6，7の結果から，A4サイズに
収まるように部分木毎に分割して表示することは，説明時には欠点も存在するが，知識記述の際
には有効であることが示唆された．

以上により，本改良を実施したGKIメンバにとって，構造化マニュアルの新しい表示形式は従
業員が主体的に知識を記述する際に，従来の表示形式と比べて有効であることが示唆された．

6.1.1.2　他施設へのアンケート調査
他法人に対しても構造化マニュアルの表示形式について同様のアンケート調査を実施した．ア

ンケート項目は，意味的には同じだが，初めて構造化マニュアルを見る人に対して質問の意図が
伝わりやすいように図を含めて表記上の変更を行った（図6 参照）．なお，図6中の図1は改良後
の表示形式，図2は従来の表示形式を示している．

表4　表示形式の比較についてのアンケート結果（法人内）
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図6　表示形式の比較についてのアンケート用紙
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3 法人37名と介護業務経験者2名の合計39名に対して調査し，有効回答数は38であった．結
果を表5 に示す．改良後をよいと評価した回答数と，それを有効回答数で割って求めた有効回答
数における割合を示す．

結果は，大方において法人内調査と同様であった．また，法人内調査に対して改良後をよいと
評価した割合が少ないが，これは実際のマニュアル構築経験に依存していると考えられる．

一方で，問5，7は法人内調査と異なる傾向が見られた．問5の結果は，法人内調査と異なり，
改良前の表示形式に対して高評価の回答が多かった．これは，説明時にどちらの表示形式が有効
かを問う質問である．記述時にどちらの表示形式が有効かを問うた問4では，改良後の表示形式
の方が有効であるという回答が多い．今回の表示形式の改良は主にマニュアル記述時の利便性を
高めるための改良であるため，目標は達していると言える．一方で，説明に用いる際の表示形式
については改良の余地があることが示唆された．問7の結果については，法人内調査よりも改良
後の方が高く評価された．伸こう福祉会では，構造化マニュアル全体を一覧して説明することが
用途として想定されていたようだが，一般には見たい部分に焦点を当てられるような部分木に分
割した表示が好まれる傾向があることが示唆された．

6.1.2　固有構造化マニュアルの有効性
次に，構築した固有構造化マニュアルの有効性について，新入職員研修への利用可能性の観点

からGKIメンバに対してヒアリングを行った．

表5　表示形式の比較についてのアンケート結果（他法人）
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これまで，伸こう福祉会では，本部による集中的な教育の場と各施設による実際的な教育の2
種類が並列に実施されてきた．前者は，本部の教育担当者や外部講師が座学を中心に教育を行
う．後者は，各施設の先輩介護士がプリセプターとしてOn the Job Training （以降，OJTと
呼ぶ）が基本となっている．

しかし，OJTにおいて新入職員に対する説明内容は現場のプリセプターに任せられていた．そ
のため，現場ごとに教育内容が統一されていたかどうかは分からない．また，本部の教育担当者
による教育内容と現場のOJTの関係についても，新入職員教育担当者は把握していないという現
状があった．

そこで，今回構築した構造化マニュアルを新入職員教育で活用することで，統一された教育内
容を伝えることが容易になる効果が期待される．今回の試みでは，GKIメンバから新入職員教育
担当者に対して教育内容を伝える際に構造化マニュアルを用いた．当該GKIメンバに対してヒア
リングをすることで，この効果について検証した．ヒアリングは，3名のGKIメンバに対して実
施した．

昨年度以前からの変化として，現場で業務を進めるために必要な内容を教えるため，新入職員
教育担当者の教える内容や教え方についての変化はない．一方で，前述の介護業務確認シートを
参考にできているかできていないかを教えるようになった．そのため，教えたか教えていないか
で揉めることは減った．その後，構造化マニュアルを配布し，新入職員教育担当者および新入職
員が任意に参照可能な環境を構築した．しかし，新入職員教育担当者は日常的に見ているわけで
はなかった．一方で，新入職員は新入職員教育担当者から教えられたことに対して，すぐには理
解できない傾向があることもヒアリング結果から得られた．そのような場合に，新入職員が教え
を受けた後に振り返りとして構造化マニュアルが有用であることがヒアリングの中で示唆され
た．また，新入職員と新入職員教育担当者の間で教えたか否かでもめる場合があるのは，新入職
員が腑に落ちていないためではないかという意見も得られた．構造化マニュアルによって新入職
員にとって教えられた内容が腑に落ちることが期待できるとの意見も得られた．

以上のヒアリング結果からも，今回構築した法人全体のマニュアルが新入職員教育に対して貢
献することが，GKIメンバから期待されていることが示された．

6.2　他分野への展開可能性

当該手法の他分野への展開可能性について述べる．知識発現と呼ぶ現場の従業員が主体となっ
て知識を構造的に記述する方法と，CHARMと呼ぶ知識を構造化するためのモデルの展開がそれ
ぞれ考えられる．表6にこれまでの適用事例を挙げる．
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まず，知識モデルについて改良前の状態で，介護[5]，大学教育[14]，自動運転[16]，看護[8,
9]，医療[18]分野での適用事例がある．改良後には，今回の事例の他に地域活性化支援[15]にお
いて適用事例がある．次に，方法論について改良前の状態で，介護[5]，大学教育[14]，地域活性
化支援[15]，ギター演奏[17]において適用実績がある．改良後は，今回の事例が初めての適用で
あった．これらの適用事例から，介護以外の分野に対して，目的指向の知識モデルを用いた知識
発現が展開可能であることがいえる．

次に，知識モデルの表示形式について考察する．知識モデルの適用分野と利用シーンに分けて
整理する．適用分野には，（A）目的達成のための方式に名称を付けることが容易な分野と，
（B）難しい分野がある．知識モデルの利用シーンとしては，（1）記述シーン，（2）ベテラン
から初学者への説明シーン，（3）計算機利用シーンの3種類に分けられる．（3）計算機利用シ
ーンは本稿では報告対象外とし，前者2つの利用シーンに対して，どのような知識モデルを用い
ることがよいかを概観する．表7 に概要を示す．表示形式の各改良点に対して，改良後がよい場
合は○を，どちらでもよい場合は「どちらでもよい」を，改良前がよい場合は×を記載すること
とした．

表6　これまでの適用事例
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（A）の分野では，同じ目的達成のために方式を再利用できる[19]という点で，方式に名称を
付けることが望ましい．（A1）では，記述量を減らすことに貢献することから，他の改良点は適
用することが望ましい．さらに，アンケート結果から分かるように，部分木へ分割する方が，記
述個所の特定がしやすく記述を促進するものと考えられる．（A2）では，行為全体の内の説明範
囲を説明するために，一枚で全体を表示するような一覧性が求められることがアンケート結果か
ら示唆された．これは改良前と改良後の両方の表示形式を切り替えられることが望ましいと考え
られる．

（B1）では，介護分野のように，方式の名称を考えるコストが高いため，名称を付けない方が
よいと考えられる．加えて，記述量を減らすことに貢献することから，他の改良点も適用するこ
とが望ましい．（B2）は，（A2）と同様である．アンケート結果で得られたように，方式に名
称を付けにくい介護分野の場合にも，名称があることが望まれた．これは，説明時に名称を付け
ることも記述時と同様に難しさがあるためと考えられる．これをどのように補うかは今後の課題
とする．

適用分野（A）と（B）を分ける境界線は明確ではなく，連続性のあるものである．目的達成
方式は，何故その手順で目的を達成可能であるかの原理原則を概念化したものである．そのた
め，学問分野として成熟していない場合には，その原理原則が明確ではないことが考えられる．
その意味では，医療や自動運転のような学問として成熟し，目的達成の原理原則を説明可能な分
野では，方式に名称を付けることが容易であり，介護や地域活性化支援のような新しい分野で
は，方式に名称を付けることが難しいといえる．

最後に，方法論の改良について考察する．本稿で提案する方法論は，既存の方法論の拡張と精
緻化である．これには，介護分野に特有の手順は含まれていないため，分野に依存せず適用可能
であると考える．

7．まとめ

表7　適用分野，利用シーンとそれに適する表現形式についての考察
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本稿では，社会福祉法人内の業務マニュアルの統一を通して既存の方法論である知識発現の実
践における課題とその解決方法を明らかにした．結果として，現場で実践する際に有用な表示形
式の改良と，大規模なマニュアル構築のための方法論の精緻化が実現できた．それを用いて，法
人内の介護業務に関する知識の内，特にマニュアル構築が必要なものとして11種類の構造化マニ
ュアルが，現場の従業員が主体となって構築された．この結果をもって，改良された方法論の有
効性が示された．マニュアルの改訂については，法人全体の構造化マニュアルを構築する過程に
おいて，初期の版から最終版の構築に至るまでに継続的な改訂がなされた．一方で，マニュアル
の利用を通して，実際の現場に合うように改訂することの可能性については今後の課題として残
った．表示形式についてはアンケートを通して有効性が示唆された．構築された構造化マニュア
ルの有用性についても，現場の従業員に対するヒアリングを通して新入職員教育に対しての貢献
が期待されることが明らかとなった．
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脚注
☆1　褥瘡とは、寝たきりなどによって，体重で圧迫されている場所の血流が悪くなった
り滞ることで，皮膚の一部が赤い色味をおびたり，ただれたり，傷ができてしまうこと
[21]．
☆2　口腔投与とは限らないため，マニュアルではタイトルを「与薬」とした．
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